
資  料 

 

高山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例の概要について 

 

 「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（以下「基

準省令」という。）が平成２７年１月１６日に改正されたため、地域密着型サービス

を適切に運用するため、国の改正内容と同じとする。 

 

１．主な改正内容 

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 
基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 

人員に関する基準 夜間（午後６時～午前８時）の

オペレーターに充てることが

できる施設等の範囲を「併設」

から「同一敷地内」に改正 

 

第６条 

第５項 

併設する施設等 同一敷地内の施設等 

運営に関する基準 提供するサービスの質の評価

の公表については、外部評価に

おいて実施してきたが、第三者

が出席する会議等に報告した

上で公表する仕組みに変更 

 

第 23条 

第２項 

定期的な外部の者に

よる評価を受ける 

（外部評価に関する

記述） 

（外部評価に関する

記述を削除） 

訪問看護サービスの一部につ

いて、契約に基づき行わせる事

業所等に「指定訪問看護事業

所」を追加 

また、契約に基づき行わせるこ

とができる事業の一部を「定期

巡回・随時対応型訪問介護看

護」に改正 

第 32条 

第２項 

事業所等 

指定訪問介護事業所、

指定夜間対応型訪問

介護事業所 

事業の一部 

定期巡回サービス、随

時対応サービス、随時

訪問サービス 

事業所等 

指定訪問介護事業

所、指定夜間対応型

訪問介護事業所、指

定訪問看護事業所 

事業の一部 

定期巡回・随時対応

型訪問介護看護 

 

 

 



（２）認知症対応型通所介護 

 
基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 

設備に関する基準 夜間及び深夜に指定認知症対

応型通所介護以外のサービス

を提供する場合には、指定を行

った市町村に届け出るものと

する。 

 

第 63条 

第４項 

― 

夜間及び深夜に指定

認知症対応型通所介

護以外のサービスを

提供する場合には、

市に届け出るものと

する。 

共用型指定認知症対応型通所

介護事業所の利用定員につい

て、指定（介護予防）認知症対

応型共同生活介護事業所にお

いては共同生活住居ごとに１

日当り３人以下とする。 

 

第 65条 

第 1項 

指定（介護予防）認知

症対応型共同生活介

護事業所ごとに１日

当り３人以下とする。 

指定（介護予防）認

知症対応型共同生活

介護事業所において

は共同生活住居ごと

に１日当り３人以下

とする。 

運営に関する基準 事故発生時の対応規定を新設 

・関係者等の連絡、必要な措置 

・事故の状況、措置内容の記録 

・損害賠償への対応 

・夜間及び深夜に提供する指定

認知症対応型通所介護以外の

サービスについても、関係者等

の連絡、必要な措置及び事故の

状況、措置内容の記録を行うこ

ととする。 

 

第 78条 

の 2 

第４０条による準用

規定 

事故発生時の対応に

ついて規定 

・関係者等の連絡、

必要な措置 

・事故の状況、措置

内容の記録 

・損害賠償への対応 

・夜間及び深夜に提

供する指定認知症対

応型通所介護以外の

サービスについても

関係者等の連絡、必

要な措置及び事故の

状況、措置内容の記

録を行うこととす

る。 

 

 

 



（３）小規模多機能型居宅介護 

 
基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 

人員に関する基準 看護師又は准看護師について、

次の施設等が同一敷地内にあ

る場合は、その施設等の職務に

従事することができるものと

する。 

・指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定地域密着型特定

施設、指定地域密着型介護老人

福祉施設、指定介護療養型医療

施設、指定居宅サービス事業

所、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護事業所、指定認知症対

応型通所介護事業所、指定介護

老人福祉施設、介護老人保健施

設 

 

第 82条 

第 6項 

 

看護師又は准看護師

について、次の施設等

が併設されている場

合は、その施設等の職

務に従事することが

できるものとする。 

・指定認知症対応型共

同生活介護事業所、指

定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介

護老人福祉施設、指定

介護療養型医療施設 

 

看護師又は准看護師

について、次の施設等

が同一敷地内にある

場合は、その施設等の

職務に従事すること

ができるものとする。 

・指定認知症対応型共

同生活介護事業所、指

定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介

護老人福祉施設、指定

介護療養型医療施設、

指定居宅サービス事

業所、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護

看護事業所、指定認知

症対応型通所介護事

業所、指定介護老人福

祉施設、介護老人保健

施設 

管理者の他の職務に従事でき

るものに、併設する指定居宅サ

ービス事業所、指定認知症対応

型通所介護事業所、指定介護老

人福祉施設、介護老人保健施

設、同一敷地内で行う介護予

防・日常生活支援総合事業を追

加 

 

第 83条 

第 1項 

管理者が従事できる

他の職務 

・当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

の他の職務 

・併設する指定認知症

対応型共同生活介護

事業所、指定地域密着

型特定施設、指定地域

密着型介護老人福祉

施設、指定介護療養型

医療施設 

・同一敷地内の指定定

管理者が従事できる

他の職務 

・当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所

の他の職務 

・併設する指定認知症

対応型共同生活介護

事業所、指定地域密着

型特定施設、指定地域

密着型介護老人福祉

施設、指定介護療養型

医療施設、指定居宅サ

ービス事業所、指定認



期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所 

知症対応型通所介護

事業所、指定介護老人

福祉施設、介護老人保

健施設 

・同一敷地内の指定定

期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所、同

一敷地内で行う介護

予防・日常生活支援総

合事業 

運営に関する基準 登録定員を２９人以下とする。 

 

第 85条 

第１項 

登録定員２５人以下 登録定員２９人以下 

 

 

通いサービスの利用定員につ

いて、登録定員が２５人を超え

る事業所については、次のとお

りとする。 

・登録定員が２６人又は２７人

の場合は、利用定員１６人 

・登録定員が２８人の場合は、

利用定員１７人 

・登録定員が２９人の場合は、

利用定員１８人 

 

第 85条 

第 2項 

第1号 

通いサービスの利用

定員は、登録定員の２

分の１から１５人ま

でとする。 

 

通いサービスの利用

定員は、登録定員の２

分の１から１５人ま

でとするが、登録定員

が２５人を超える事

業所については、次の

とおりとする。 

・登録定員が２６人又

は２７人の場合は、利

用定員１６人 

・登録定員が２８人の

場合は、利用定員１７

人 

・登録定員が２９人の

場合は、利用定員１８

人 

提供するサービスの質の評価

の公表については、外部評価に

おいて実施してきたが、第三者

が出席する会議等に報告した

上で公表する仕組みに変更 

 

第 91条 

第 2項 

定期的な外部の者に

よる評価を受ける 

（外部評価に関する

記述） 

（外部評価に関する

記述を削除） 

 



（４）認知症対応型共同生活介護 

 
基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 

設備に関する基準 １の事業所における共同生活

住居の数について、用地の確保

が困難であることやその他事

業所の効率的運営に必要と認

められる場合は、共同生活住居

の数を３とすることができる。 

 

第 113条 

第 1項 

１の事業所における

共同生活住居の数は

１又は２とする。 

１の事業所における

共同生活住居の数は

１又は２とするが、

用地の確保が困難で

あることやその他事

業所の効率的運営に

必要と認められる場

合は、共同生活住居

の数を３とすること

ができる。 

 

（５）地域密着型特定施設入居者生活介護 

 
基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 

運営に関する基準 有料老人ホームである地域密

着型特定施設入居者生活介護

事業者に規定されている法定

代理受領サービスを受けるた

めの利用者の同意の要件を撤

廃（老人福祉法の改正による） 

第 135条 

 

法定代理受領サービ

スを受けるための利

用者の同意を規定 

（条文を削除） 

 

（６）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 
基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 

人員に関する基準 サテライト型地域密着型介護

老人福祉施設の本体施設とし

て認められる対象に「指定地域

密着型介護老人福祉施設」を追

加する。 

 

第 151条 

第 4項 

サテライト型地域密

着型介護老人福祉施

設の本体施設として

認められる対象施設 

・指定介護老人福祉施

設、介護老人保健施

設、病院、診療所 

サテライト型地域密

着型介護老人福祉施

設の本体施設として

認められる対象施設 

・指定介護老人福祉

施設、介護老人保健

施設、病院、診療所、

指定地域密着型介護

老人福祉施設 



（７）看護小規模多機能型居宅介護 

 
基 準 省 令 条項 改  正  前 改  正  後 

運営に関する基準 登録定員を２９人以下とする。 

 

第 194条 

第１項 

登録定員２５人以下 登録定員２９人以下 

 

 

通いサービスの利用定員につ

いて、登録定員が２５人を超え

る事業所については、次のとお

りとする。 

・登録定員が２６人又は２７人

の場合は、利用定員１６人 

・登録定員が２８人の場合は、

利用定員１７人 

・登録定員が２９人の場合は、

利用定員１８人 

 

第 194条 

第 2項 

通いサービスの利用

定員は、登録定員の２

分の１から１５人ま

でとする。 

 

通いサービスの利用

定員は、登録定員の

２分の１から１５人

までとするが、登録

定員が２５人を超え

る事業所について

は、次のとおりとす

る。 

・登録定員が２６人

又は２７人の場合

は、利用定員１６人 

・登録定員が２８人

の場合は、利用定員

１７人 

・登録定員が２９人

の場合は、利用定員

１８人 

運営に関する基準 提供するサービスの質の評価

の公表については、外部評価に

おいて実施してきたが、第三者

が出席する会議等に報告した

上で公表する仕組みに変更 

 

第 196条 

第 2項 

定期的な外部の者に

よる評価を受ける 

（外部評価に関する

記述） 

（外部評価に関する

記述を削除） 

その他 「複合型サービス」の名称を

「看護小規模多機能型居宅介

護」に改称する。 

 複合型サービス 看護小規模多機能型

居宅介護 

 

２．施行期日 

  平成２７年４月１日（介護保険制度改正に係る部分：平成２８年４月１日） 


